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食品廃棄物等
2,759万トン

食用仕向量
（粗食料＋加工用）

8,088万トン

食
品
資
源
の
利
用
主
体

食品関連事業者

一般家庭

資料：農林水産省及び環境省「平成28年度推計」

事業系食品廃棄物等

（1,970万トン）

家庭系食品廃棄物等

（789万トン）

うち食品ロス量
（可食部分と考えられる量）

643万トン

規格外品、返品、
売れ残り、食べ残し

（352万トン）

食べ残し、過剰除去、
直接廃棄

（291万トン）

食品廃棄物等の利用状況等＜概念図＞

平成24年度推計 平成25年度推計 平成26年度推計 平成27年度推計 平成28年度推計

食品ロス（年間） 642万トン 632万トン 621万トン 646万トン 643万トン

国民1人当たりに換算 50kg 50kg 49kg 51kg 51kg

〈食品ロス（推計）の経年変化〉
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 ⾷品ロスを計り、そのロスのタイプ別に実践のおすすめポイントを紹介した
冊⼦「 「計ってみよう︕家庭での⾷品ロス（⾷品ロス削減マニュアル〜チ
ェックシート付〜）」を作成、全国の⾃治体に配布（平成31年4⽉）。

消費者庁が徳島県で実施した⾷品ロス削減の実証事業結果を踏まえた啓発資材を作成・公表。

 家庭における⾷品ロス削減の実証
事業で、⾷品ロスの計量を⾏うこ
とで約２割、計量に加え削減の取
組を⾏うことで約4割、⾷品ロス
量が削減することが判明（平成
30年7⽉結果公表）。

 いつ、何を、どのくらい、どういう理由で捨てたか、を記録。
 買いすぎ、作りすぎ、ためこみなど、タイプを確認。
 使いきれる分だけ買う、食べきるための調理テクニック、整理整頓の見える化など、

のポイントを参考に実践。
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外⾷での⾷品ロスの削減に向け、消費者・飲⾷店それぞれの実践ポイントや留意事項を盛り
込んだ『外⾷時のおいしい「⾷べきり」ガイド』を関係省庁との協働で作成（令和元年5⽉）。
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• 既に実施している地⽅公共団体の取組
事例を⽰しつつ、災害時⽤備蓄⾷料の
更新の際には、⾷品ロスの削減の観点
から、備蓄⾷料の有効活⽤について検
討するよう通知で依頼。
＊平成30年１⽉30⽇付け、内閣府防災担当、
消費者庁、消防庁及び環境省の連名で都道
府県及び指定都市宛てに通知を発出。

〔地⽅公共団体の取組事例〕
東京都︓防災と⼀緒に考えよう〜備蓄⾷品の「もったいない」
→防災備蓄⾷品を社会福祉法⼈、フードバンク、⼦ども⾷堂等に寄贈
するモデル事業の実施。またイベント等で個⼈や団体へ配布を実施。
埼⽟県︓フードバンクへの災害備蓄品の寄贈〜⾷品廃棄の無駄
を省き、有効活⽤を図る〜
→県が所有している災害備蓄品のうち、賞味期限が近づいてきた⾷品を
フードバンクへ寄贈。
熊本県︓⾷品ロス削減の取組 〜防災備蓄⾷品の活⽤〜
→県内の市町村や⺠間企業へ有効活⽤を呼び掛け。

• 各地⽅公共団体においては、災害時における被災者⽀援や業務継続確保の観点から、必要な⾷料を
備蓄。

＊平成31年4⽉5⽇付け、内閣府防災担当、消費者庁及び環境省の連名で各府省（災害時備蓄⾷料担当課⻑）宛て
に通知を発出。

• 各府省においては、「政府業務継続計画（⾸都直下地震対策）」及び「中央省庁業務継続ガイドラ
イン第２版（⾸都直下地震対策）」等に基づき、災害時に⾮常時優先業務が実施できるよう、必要
な⾷料を備蓄。

• 各府省における災害時⽤備蓄⾷料の更新時の取扱いについて現状を確認したところ、廃棄との回答が
複数みられたことから、災害時⽤備蓄⾷料の更新・契約の際には、⾷品ロス削減の観点から、備蓄⾷
料の有効活⽤について検討するよう通知で依頼。

地⽅公共団体への呼びかけ

各府省への呼びかけ
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• ⾷品ロスにしない備蓄の簡単な⽅法として、ふだん⾷べ
ている⾷品を少し多めに買い置きし、⾷べたらその分を
買い⾜していく「ローリングストック法」を紹介した啓
発資材を作成・公表（平成31年3⽉）

発災直後の緊急時に備えたストックとして、そのまま⾷べ
たり飲んだりできるものに、⼼をほっとさせるものをプラ
ス。あわせて、主⾷とおかずになるもの備えるストックの
例を紹介

〈１〉穀類（炭⽔化物を含む⾷品 ）〈２〉⿂介類、⾁類
、⼤⾖・⼤⾖製品、卵類、乳類（たんぱく質を多く含む
⾷品）〈３〉野菜類（⾷物繊維、ビタミンやミネラルを
多く含む⾷品）の３つの⾷品グループの組合せを紹介

家庭への呼びかけ
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⾷に関する指導の⼿引
第⼆次改訂版

（平成31年３⽉⽂部科学省）

◆社会的課題に対応するための学校給⾷の活⽤事業（モデル事業）
学校給⾷に求められている⾷品ロスの削減、地産地消の推進、伝統的な⾷⽂化の継承などの社会的
な課題解決に資するためのモデル事業
事業の内容を事例発表会や各種会議、ウェブサイト等で周知

◆⾷に関する指導
学校における⾷育の取組の中で給⾷の時間等
に「⾷物を⼤事にし、⾷物の⽣産等にかかわ
る⼈々への感謝する⼼をもつ」ことを指導。

【指導内容の例】
感謝の気持ちの表れとして、残さず⾷べたり
無駄なく調理したりすること。 ⼩学⽣⽤⾷育教材

たのしい⾷事つながる⾷育
（平成28年２⽉⽂部科学省）

⿅児島県姶良市の事例（H30）
調理過程の⾒直しや流通過程で発
⽣する⽣産過多の地元農産物を活
⽤した献⽴の開発を図り、地産地
消の推進と共に⾷品ロスの削減を
⽬指す。 ⽣産過多の「はだか⻨」を使⽤した

「ふりかけ」を開発

調理過程における野菜の下処理作業の⾒直し ⾷品ロス削減献⽴例

学校における⾷育の推進（⾷品ロス関係）
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農林⽔産省 ⾷料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

１ 事業系食品ロスの発生量及び削減目標

 ⾷品関連事業者から発⽣する事業系⾷品ロスの発⽣量は近年330〜350万トンで横ばいで推
移。業種別では、⾷品製造業と外⾷産業がそれぞれ約4割で⼤部分を占める。

 ⾷品リサイクル法の基本⽅針において、事業系⾷品ロス量を2000年度⽐で2030年度までに
半減させる⽬標を設定予定。

〈事業系⾷品ロス削減に関する⽬標〉

食品ロス量（万トン）
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・・定期報告で集計した食品廃棄物等の量で食品ロス量を算出

・・指数関数を用いて食品廃棄物等の量を推計し食品ロス量を算出

半減目標（273万トン）

発生量合計
352万トン

食品製造業
137万トン
39%

食品卸売業
16万トン
5%

食品小売業
66万トン
19%

外食産業
133万トン
38%

〈事業系⾷品ロス（可⾷部）の業種別内訳〉
（平成28年度推計）
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農林⽔産省 ⾷料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

２ 事業系食品ロスの発生要因と対策の方向

 ⾷品ロスの発⽣要因としては、いわゆる３分の１ルール等の商慣習や消費者の過度な鮮度志
向など。

 事業系⾷品ロス削減に向けて、製配販の連携や消費者の理解の促進などフードチェーン全体
での取組が必要。

主な食品ロスの発生要因 対策の方向

食品製造業
○商慣習
・食品小売業において賞味期間の1/3を超
えたものを入荷しない、2/3を超えたものを
販売しない

・先に入荷したものより前の賞味期限のも
のは入荷しない

○商慣習の見直し食品卸売業

食品小売業

○販売機会の損失を恐れた多量の発注
○需要に見合った販売の推進

○フードバンクとの連携
○消費者の過度な鮮度志向や賞味期限へ
の理解不足 ○消費者への啓発

外食産業
○消費者の食べ残し ○消費者への啓発
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農林⽔産省 ⾷料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

３ 事業系食品ロス削減に向けた取組①（商慣習の見直し）

納品期限の緩和
賞味期間の1/3までに⼩売に納品しなけ
ればならない商慣習上の期限（1/3ルー
ル）を1/2に緩和。

賞味期限の年⽉表⽰化
⽇付逆転の防⽌や省⼒化の観点から、年
⽉⽇ではなく、年⽉で賞味期限を表⽰。

R２.9.17 R2.8２ヶ月

納品期限 販売期限

製造・卸 お客様小売

製造日 賞味期限

２ヶ月 ２ヶ月

賞味期限の延⻑

同時に
推進

 平成24年度から、製造業・卸売業・⼩売業の話し合いの場を設け、常温流通の加⼯⾷品は
「納品期限の緩和」「賞味期限の年⽉表⽰化」「賞味期限の延⻑」を三位⼀体で推進。

○納品期限を⾒直した企業 （39社）

【コンビニエンスストア】

セブン-イレブン・ジャパン、ローソン、ファミリー
マート、デイリーヤマザキ、ミニストップ、ポプラ、
セイコーマート、国分グロサーズチェーン 計８社

【総合スーパー】

イトーヨーカ堂、ユニー、イズミ、イオンリテール等 計10社

【食料品スーパー】

東急ストア、カスミ、コープさっぽろ、マックスバリュ北海道等 計
21社

○納品期限の緩和を推奨する品⽬
清涼飲料、菓⼦（賞味期間180⽇以上）、カップ麺

10



農林⽔産省 ⾷料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

前年度より減少
（87％）

前年度より増加（４％） 前年度とほぼ変わらず
（９％）

３ 事業系食品ロス削減に向けた取組②
（需要に見合った販売の推進～恵方巻きのロス削減～）

＜恵⽅巻きのシーズンを控えた⾷品の廃棄を削減するための対応について（事務連絡の概要）＞
• 貴重な⾷料資源の有効活⽤という観点を踏まえた上で、需要に⾒合った販売の推進について会員企業へ

の周知を依頼。
• 予約販売を徹底したり、折込チラシで資源を⼤切にする気持ちを消費者に呼びかけ、廃棄の削減に繋げ

た⼩売業の事例も紹介。

 平成31年１⽉に、⼩売業者の団体に対し、事務連絡「恵⽅巻きのシーズンを控えた⾷品の
廃棄を削減するための対応について」を発出。

 製造計画の⾒直しやサイズ構成の⼯夫等の取組を⾏った結果、約９割の⼩売業者が前年よ
り廃棄率が改善。

＜恵⽅巻きの廃棄の削減状況に係る調査結果＞

【節分時の廃棄率（金額）の前年比較】 【廃棄率の削減割合】

６割以上削減
（31％）

４割～６割削減
（22％）

２割～４割削減
（25％）

２割未満削減
（22％）

（調査概要）
事務連絡の発出先である食品小売団体（７団体）に対して調査を依頼し、75社から回答を得た（調査期間：平成31年２月～４月、回収率：18.8％）

【小売店の販売の工夫の例】

・時間帯別製造計画の策定

・売れ行きに応じた店内製造の

調節

・ハーフサイズの品揃えの増加

・予約販売の強化

（回答社数75社） （回答社数64社）
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農林⽔産省 ⾷料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

・30年度には、全国10箇所で開催し、全体で
約450名が参加。

３ 事業系食品ロス削減に向けた取組③（フードバンク、消費者啓発）

 フードバンクの信頼性向上と取扱数量の増加に向け、
・⾷品の衛⽣的な取扱いやトレーサビリティの確保等に関する⼿引きを作成・公表。
・フードバンクと⾷品関連事業者、地⽅⾃治体等との情報交換会を全国で開催。

（主な内容）
①⾷品の提供⼜は譲渡における原則
②関係者におけるルールづくり
③提供にあたって⾏うべき⾷品の品質・衛⽣管理の⼿順
④情報の記録及び伝達（記録表の様式）

〈情報交換会の開催実績〉〈フードバンク活動における⾷品の取扱い等に関する⼿引き〉
（平成28年11⽉公表、平成30年9⽉改正）

 消費者啓発に向け、
・平成30年10⽉を啓発⽉間とし、⼩売店において啓発ポスター等を掲⽰。
・飲⾷店舗における⾷品提供時の⼯夫等を例⽰した事例集を作成・公表。
・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会に向け、⼥⼦バレーボール世界選⼿

権に参加する選⼿を対象に、啓発資材等を活⽤した効果的な⾷品ロス削減⼿法を調査

〈小売店の店頭用啓発資材〉〈小売店の店頭用啓発資材〉 〈国際的スポーツ大会時に用いた啓発資材〉〈国際的スポーツ大会時に用いた啓発資材〉〈飲食店等の食品ロス削減のための好事例集〉〈飲食店等の食品ロス削減のための好事例集〉

（取組例）
・⾷べきりを推進している

店舗であることがわかる
シールを店頭に掲⽰。

・⾷べきった⼈に割引券を
プレゼント

・⼩盛り提供
12
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭系⾷品廃棄物中の⾷品ロスの割合（平成28年度）

食品ロス
35.6%

その他（調理くず等）
64.4%

②家庭系⾷品ロスの内訳（平成28年度）

過剰除去
32.0%

直接廃棄
30.3%

食べ残し
37.6%

（出典）環境省資料

（出典）環境省資料

 家庭から発⽣する⾷品廃棄物（⽣ごみ）のうち、約36%が⾷品ロス。
 家庭からの⾷品ロスは、直接廃棄（⼿つかず⾷品）、過剰除去、⾷べ残しに分類され、⾷べ残し、
過剰除去、直接廃棄の順に多くなっている。

家庭系食品ロスの発生状況と発生原因
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＜第４次循環型社会形成推進基本計画＞（抜粋）

５．国の取組

５．３ ライフサイクル全体での徹底的な資源循環

５．３．２ バイオマス（食品・木など）

〇 家庭から発生する食品ロスについては、これを2030年までに半減するべく、自治体、事業者等が協力して、食品ロス
の削減に向けた国民運動を展開し、食品ロス削減に関する国民意識の向上を図るとともに、使い切れる量の食品を購
入すること、残さず食べ切ること、未利用食品を有効活用することなど、家庭において食品の購入や調理等の際の具
体的な行動の実践を促進する。

〇 家庭以外から発生する食品ロスについては、SDGsを踏まえた目標を検討するとともに、個社での解決が難しいフード
チェーン全体での非効率を改善するための商習慣の見直しの促進、「3010運動」など宴会時の食べ残しを減らす自治
体主導の取組の促進、最新の技術を活用した需要予測サービスの普及、食品関連事業者の製造・流通段階で発生
する未利用食品を、必要としている人や施設が活用できる取組の推進、その他食品ロス削減のための取組の展開等
を実施し、製造から流通、消費までの各段階における食品ロス削減の取組を加速化する。

〇 食品ロスの削減に係る取組の実施及びその進捗の評価に当たっては、その基礎情報として、国内で発生する食品ロ
スの量を的確に把握することが重要であることから、自治体による食品ロス発生量の調査を支援するとともに、これに
よって得られたデータ等を基に、食品ロス発生量に係る推計値の精緻化を行う。

○ 循環型社会形成推進基本法に基づき「第四次循環型社会形成推進基本計画」を、平成30
年６月に閣議決定。

○ 新たな計画では、SDGsを踏まえた家庭系の食品ロス削減目標（家庭から発生する食品ロ
スを2030年度までに半減）を設定。

家庭系食品ロス削減目標の設定

年度 2000 2012 2013 2014 2015 2016

食品ロス
発生量（万トン）

433 ・・・ 312 302 282 289 291

＜家庭系食品ロス発生量の推移＞
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 平成28年１⽉に策定した「廃棄物処理法の新たな基本⽅針」において、家庭から排出される⾷品
ロスの発⽣量を調査している市町村数を、平成30年度に200市町村に増⼤させる⽬標を設定。

 地⽅公共団体での実態把握に向け、調査に係る費⽤の⽀援のほか、マニュアルや動画で調査⼿順を
解説。

 ⾷品ロス削減推進法を受けて、今後地⽅公共団体における計画策定⽀援を実施予定。

①⾷品ロスの発⽣量を調査している市町村数の推移

実績 ⽬標

③環境省による調査⽀援（平成29年度〜）

②⾷品ロス削減を⼀般廃棄物処理計画等に位置づ
けている市町村数の推移

○ ⽀援対象
平成29年度︓15市町村、平成30年度︓15市町村

○ ⽀援内容
調査にかかる⾦額上限50万円

財政的⽀援

○ 家庭系廃棄物から厨芥類を分類し、含まれる⾷
品ロスを把握する⽅法について⼿順書を作成す
るとともに動画で解説。

技術的⽀援

「実施計画の検討」、「調査の実施」
、「結果のとりまとめ」の３つに分け
て解説。合計約15分

（出典）環境省資料

（出典）環境省資料

地方公共団体の食品ロス削減の取組（計画策定・実態把握の支援）
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自治体
等

○ 家庭から発生する食品ロス削減に、自治体が果たす

役割は大きい。その一方で、一部では、食品ロスの削

減に関する取組の知見が不足している自治体もある。

○ 都道府県・地方自治体の中では、食品ロス削減のた

め、独自の取組を進めているところもあり、これらのノ

ウハウを他の自治体に展開し共有することで、全国で

の取組の底上げが期待される。

○ 環境省では、「全国おいしい食べきり運動ネットワーク

協議会」が取りまとめた「食品ロス削減のための施策

バンク」の中から、先進性や汎用性等に留意のうえで

、他の自治体担当者が同様の取組をする際に鍵とな

るポイントをとりまとめ、マニュアルを作成。

WEBで配布している普及
啓発資材
（左：3010運動推進
POP、右：すぐ食べ君）

自治体職員向け食品ロス削減のための取組マニュアル
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